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1. 本冊子の目的と想定読者 

 

AI（Artificial Intelligence；人工知能）やロボット、IoT（Internet of Things）等の要素技術に

よって引き起こされる技術革新は、多様な分野の事業環境に大きな変革をもたらしています。この変革

は、様々な業界の人材に求められる知識・技能にも大きな変容をもたらしており、個々人の知識・技能の

継続的なアップデートを迫っています。さらに、足元のコロナ危機は、人々の生活・行動様式に大きな変化

を引き起こし、これらの要素技術の進展をさらに加速させ、必要となる知識・技能の変化はますます激し

さを増しています。このような状況を踏まえると、職業教育機関としての専修学校が社会に対して担う役

割は、一層大きなものとなっており、以前よりも効果的かつ実践的な教育が求められることとなります。 

 

求められる知識・技能が急速に変化する中、一部の企業はこのような変化に対応するため、VR や AR、

センシング技術等の先端技術を用いた研修を導入し始めました。先端技術を用いた研修は、知識・技能の

効果的な習得や学習生産性の向上が期待されているため、専修学校においても、積極的な利活用が期待

されます。但しその一方で、専修学校に先端技術を導入しようとすると、技術面、コスト面、運用面等の

様々な問題が生じることが推測されます。 

 

そこで本冊子では、専修学校に先端技術を導入し、効果的かつ継続的に先端技術を利活用するにあた

って有効と考えられる活動アイデアを、企画・準備段階から改善までのフローに沿って整理しました。先端

技術利活用の全ての段階に関して記載したため、下記のような様々な皆様にご活用いただけます。 

 

＜本冊子をお役立ていただきたい皆様（想定読者）＞ 

 先端技術を活用した教育の実施を検討している経営層・管理職の方 

 先端技術の導入・利活用を企画している教職員の方 

 先端技術を活用した授業を行う教員の方 

 先端技術の継続的な運用に向けた企画をしている職員の方 等 

 

先端技術の導入・利活用による職業教育の一層の高度化を目指す皆様方のお力に少しでもなれれば幸

いです。 
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2. 先端技術利活用のポイント 
 

 2.1 先端技術の導入を検討する前に… 

 

自校に先端技術を導入し利活用する場合、多くのプロセスが生じます。本冊子は、その各プロセスにお

ける活動アイデアを整理したものですが、一方で、全てのプロセスに共通する考え方も存在します。本節

ではその考え方を整理しました。 

 1) 先端技術を導入することは目的ではなく手段 

先端技術導入の目的は、現状の教育の高度化や、現在直面している課題の解決等、学校により多

岐に及びますが、まずはこの目的を具体化・明確化することが重要です。先端技術導入の企画段階で

は、目的を意識する機会は多いかもしれませんが、企画段階から時間が経過すると、この目的が見失

われ、目的達成のための手段であったはずの先端技術の導入自体が目的化することがあります。こ

のような状況下では、先端技術を導入したとしても、当初の目的を達成できない可能性が高いです。

そのため、先端技術導入・利活用に関わる教職員全員で目的を共有し、定期的に目的に立ち返る機会

を設けながら、目的達成を目指して一丸となって取り組んでいく必要があります。 

 2) 技術導入で得られる効果を定期的に評価し、投資対効果を最大化 

先端技術の導入には一定の投資が必要になります。この投資に対する効果を最大化するためには、

技術利用時の発現効果を最大化しつつ、その技術を長期にわたって活用し続けることが重要です。そ

のため、①狙った効果を本当に得られているのか、②持続可能な運用となっているか、という観点を、

定期的に客観的な視点で評価し、必要に応じ改善活動を行っていく必要があります。 

 3) まずは小規模での試行が必要 

先端技術の導入に一定の投資が必要になるとはいえ、一気に生徒の人数分のデバイスを購入する

等の大規模な投資を最初から行う必要はありません。むしろ、教育効果の発現や、技術面の課題（ネ

ットワーク環境や機器・システムのスペック、アプリケーションの互換性等）、運用面の課題（運用体制

や機器・システムのメンテナンス、トラブル対応等）を確認するため、まずは授業単位、クラス単位等の

小規模での試行が必要になると考えられます。 

 4) 既存ノウハウの積極的な活用 

文部科学省「専修学校における先端技術利活用実証研究（先端技術利活用実証プロジェクトにおけ

る実証研究）」の事業では、既に複数の受託機関が専修学校での先端技術利活用に向けた取組を行

っています。文部科学省ホームページに今年度までの成果が公開されているので、是非検討にご活

用ください。 

文部科学省ホームページ

https://www.mext.go.jp/a_menu/shougai/senshuu/1280784.htm 
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2.先端技術利活用のポイント 

 2.2 各先端技術利活用の効果 

先端技術利活用により想定される効果を、技術別に表 2-1 に整理しました。技術導入による目的を検

討する際のご参考にしていただけると幸いです。 

 

表 2-1 先端技術利活用により想定される効果一覧 

技術 利活用意義・効果 

VR 得難い体験機会の確保 

 高価で導入困難な設備の疑似的な体験が可能 

 再現が難しい環境の疑似的な体験が可能 

 危険な体験を疑似的にすることで、安全面の教育を行うことが可能 

 現場に近いシチュエーションを繰り返し練習することが可能 

 一つの対象を時間的に追ったリアルな体験が可能 

 同一時間における他の空間をリアルに感じることのできる体験が可能 

 遠隔でも立体物を使った実習の疑似体験が可能 

 

リアルな学習・体験機会の教育効果向上 

 授業前に活用することで、対面授業時に学生が主体となった学習に時間を充当

可能（反転学習の機会確保・質向上） 

 現場実習前に活用することで、事前に現場のイメージを持つことができ、想像

と実際のギャップを軽減可能 

 

技術の精緻な理解 

 従来以上に手元を精緻に観察することが可能 

 プロの視点で作業を疑似体験することが可能 

 自身の手技とプロの手技を合わせて表示することにより、プロの手技との差を

認識することが可能 

※外の映像を撮影・表示できるヘッドマウントディスプレイが必要 

 学生の視点を教員が確認でき、精緻な指導・評価が可能 

 

その他 

 リアルな芸術作品に疑似的に触れることによる感性の強化 

 オープンキャンパス等で活用することによる、進路選択のミスマッチ解消 

バーチャル空間での

議論 
（主に VR との組合せを

想定） 

 臨場感が高くなることにより、学生同士の議論が促進 

 学校同士や学校-企業間の議論が活発になり、産学の連携体制の強化が可能 

 企業の実務者がバーチャル空間上で授業できることにより、都市部と地方の教

育機会の格差の低減に寄与 
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2.先端技術利活用のポイント 

技術 利活用意義・効果 

AR  実習中に手順を空間上に表示させることにより、実習を効率的に（重要な部分

を集中的に）行うことが可能 

 実習中に手順を空間上に表示させることにより、実習を正確に行え、作業品質

が向上 

 各学生が、自分の好きな角度から対象物を確認できるため、従来よりも詳細な

観察が可能 

AR 
（カメラ付スマートグラス

との組合せ） 

 教員視点での映像を生徒に共有することで、習熟者の隣に立っているだけでは

見えない／見えにくいところを見ることができ、教員の技能をより詳細に観察

することが可能 

 生徒視点での映像を教員に共有することで、生徒の隣に立っているだけでは見

えない／見えにくいところを教員がリアルタイムに見ることができ、より質の高

い指導や精緻な評価が可能 

3D 画像・動画  対象物をあらゆる角度から観察することができるため、現場実習では見逃しが

ちな視点からも詳細な観察が可能 

 学校において VR・AR で見た 3D 画像を、自宅でも画面上で確認することに

より、知識の一層の定着を促進 

 2D 動画に比べ、奥行等を捉えやすくなるため、事前学習等で活用することに

より実習時の作業のイメージを明確化することが可能 

センシング  web カメラで捉えた受講者の顔の特徴点や、眼鏡型デバイスで把握できる視

線移動等から集中度を計測することで、e ラーニングコンテンツ受講後の個別

フォローや客観的な評価が可能 

 web カメラで撮影した映像を基に、PBL 等における議論への参画度や貢献度

を可視化することにより、より深い議論や、議論への積極的な参加、客観的な

評価を促進 

オンライン  災害等の非常時においても、学びを継続することが可能 

 協働学習時における会話の履歴を残すことが可能 

 時間・場所の制約を排除 

校務支援ツール  実習環境運用（学校間の事務連絡、実習講師リソースの管理等）のために必要

な事務処理を一元的に処理し、教員の負担を軽減することが可能 

AI ドリル 
（デジタル教科書、CBT

との組合せを想定） 

 PBL における個人学習の場面で、各学習者の理解度を的確に把握するととも

に、各学習者が再確認すべき学習内容を明確化することが可能 

模型転送技術  遠隔地でも制作物等の成果を 3D で共有可能となり、教員の精緻な評価・フィ

ードバックが可能 

各業界で使用され

ている技術 

 各業界で活用されている技術の使用方法等を就職前に修得することで、より実

践性の高い人材を育成 

 BIM・環境シミュレーション技術の利活用 

 観光業界・デザインにおける VR 制作 

出所）「専修学校における先端技術利活用実証研究（先端技術利活用実証プロジェクトにおける実証研究）」での成果に基づき、株式会社三菱

総合研究所作成。 
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2.先端技術利活用のポイント 

 2.3 全体の流れ 

 

本冊子では、先端技術利活用の流れに沿って、各プロセスでのポイントや留意すべき点を記載していま

す。本冊子で記載している全体の流れは下図のとおりです。自校の状況に応じ、必要な部分をご覧いただ

きながらご活用ください。 

 

 

 

先端技術導入の判断、
教育上の位置づけの明確化1

予算の確保2

体制構築3

全体スケジュールの作成・管理4

カリキュラム検討5

機器・システムの選定6

運用方法の検討7

教材等の開発・試⾏8

リスクマネジメント9

教員研修1

先端技術を活用した
教育の実施2

カリキュラム・教材
に対する評価の把握1

先端技術利活用の運用
に関する評価の把握2

カリキュラム・教材の質向上に
向けた検討1

効果的・効率的な活用・運用
に向けた検討2

企画・準備（Plan） 実施（Do） 評価（Check） 改善（Act）

図 2-1 先端技術利活用における全体の流れ 
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Do Check Act Plan 

3. 各プロセスにおけるポイント 
 

 3.1 企画・準備（Plan） 

 

「企画・準備」のフェーズでは、以下を実施します。 

① 先端技術導入の判断、教育上の位置づけの明確化 

② 予算の確保 

③ 体制構築 

④ 全体スケジュールの作成・管理 

⑤ カリキュラム検討 

⑥ 機器・システムの選定 

⑦ 運用方法の検討 

⑧ 教材等の開発・試行 

⑨ リスクマネジメント 

 

(1) 先端技術導入の判断、教育上の位置づけの明確化 

 

まず初めに先端技術導入の判断を行います。このプロセスでは、先端技術を導入して何をしたいの

かを明確化し、その技術の教育上の位置づけを明確にします。 

 

 1) 導入目的の検討 

 

実
施
事
項 

 技術導入で特に得たい効果・解決したい課題を特定 ←ポイント① 

 当該効果を得られる技術の特定 ←ポイント② 

 現有の技術を起点とした目的設定 ←ポイント③ 

【ポイント①】 技術導入で特に得たい効果・解決したい課題を特定 

 ガイドライン冒頭の表 2-1を参考として、技術導入で特に得たい効果や、解決したい課題の

候補を複数抽出する。（この後のプロセスで投資対効果を考慮しながら、得たい効果を絞っ

ていく。） →【参照】参考事例 1,2,3,4 

 抽出の際は、経営・マネジメント層のみの意見だけでなく、教員や職員、企業等の意見も、広

く収集・反映する。（意見収集の際は、相手に表 2-1 を見せながらヒアリングを行うと効果

的である。） 

 企業等からの意見収集を行う際は、現場での課題を起点として得たい効果を設定する方法

も有効である。特に現場において、働き方の変化や、人手不足、技術伝承等の課題が存在し

ている業界の場合、自校の生徒が将来的に即戦力として現場の課題解決を担っていける教

育が必要となる。業界や現場の課題等を把握したうえで、表 2-1 を参考にしながら、課題

の解消・軽減に資する技術となり得るかを検討することが望ましい。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

【ポイント②】 当該効果を得られる技術の特定 

 上記で検討した効果を得るために必要な技術を、表 2-1 を参考にしながら特定する。 

【ポイント③】 現有の技術を起点とした目的設定 

 ＜複数の学校を持つ学校法人のみ＞既に同法人内の他校で先端技術を導入済で一定の効

果が検証されている場合、その事例を参考にして、未導入校に対する技術導入を検討する。

その際は、技術導入予定校にも当該技術が有効か十分に検討したうえで、各校が独自に目

的を設定することが望ましい。 

 

参考事例 

 福祉系の専修学校では、入学後の中退者の存在が課題となっている。生徒の中退理由の

1 つに、現場実習でリアルな現場を見ることによって受けるショックが挙げられる。具体

的には、生徒が現場実習へ行った当日に、体調不良の利用者が嘔吐をしてしまい、この

経験によるショックから中退してしまった生徒がいた。リアルな現場を、VR を活用したシ

ミュレーション教育を通じて予め体験することで、生徒が現場に対して抱いていたイメー

ジとの齟齬を減らす効果が期待される。その結果、自信をもって実習に臨ませ、生徒の

中退率を減少させていくことを目指している。 

 

 農業系の専修学校では、農業に従事する人材の不足が課題となっている。この課題を受

け、教育現場では新たな農業従事者を生み出すための教育人材の不足、また教員の指導

力のばらつきの大きさが課題となっている。VR・AR 技術を活用することで、座学や口

頭では伝えきれない内容の補完が可能となるため、新任の教員であっても一定の水準の

教育を施すことができる。加えて、技術を活用した自習用のコンテンツを制作することに

より、生徒自身の独学を促進し、教員がいない場面でも知識・スキルが向上できる環境

の整備を目指している。 

 

 美容・理容系の専修学校では、学内実習の際に、教員の手本を生徒が囲んで観察して技

術を習得するという方法をとっている。しかしながら、この方法だと、生徒数が多い場合

に一部の生徒が教員の手本を見ることができず、クラス内の学習効果にばらつきが発生

してしまうという課題がある。また、この課題を解決するために作成した 2D の動画教材

では、製作者の一存で撮影する位置が固定されてしまうため、生徒が見たいと思う角度

から対象物を見ることができない。そこで、VR 技術を活用した教育を導入することで、

クラスの人数に関係なく、生徒がその時々に見たい角度を自由に選択することができる

上、それを何度も繰り返し視聴することができる。このような取組により、生徒の技術修

得の効率を上げ、スタイリストとして自立するまでの期間短縮や、生徒の技術力の底上げ

を狙っている。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

建設業界では、人手不足に端を発し、個々人の作業の正確性・生産性の向上が課題とな

っている。本課題の解消のため、複数のゼネコンにおいて AI ロボットや VR・AR 等の実

証実験や導入が進んでいるが、一方で先端技術を利活用できる人材が必要となってき

ている。このような現場のニーズに則した形で、専門学校の教育現場で VR・AR 等の先

端技術を取り入れ、技術の利活用人材を輩出することを目指している。また、技術を導入

することによって、建設の際に重要な熱や風等の目に見えない情報を可視化することに

よる生徒の理解度の向上や、現場の疑似体験による技術の習得等、より実践的な教育を

提供するという効果も狙っている。 

 「専修学校における先端技術利活用実証研究」事業では、同事業における実証授業を受

講した生徒に対してウェブアンケート調査を実施し、先端技術導入によって得られる効果

を分析している。 

図 3-1 は、「先端技術での学習の変化に関する質問」の回答を示している。先端技術を

活用した学習方法の方が、従来の学習方法と比べて全般的に評価が高かった。特に評価

されたのは、「普段体験できない状況下で学ぶことができるようになった」（52.9%）で

あり、続いて「現場の状況をリアルに経験でき、必要な情報を得ることができるようにな

った」（30.7%）であった。 

図 3-2 は、「体験モード（体験的認知）/内省モード（内省的認知）に関する質問」の回答

を示している。各質問内容に対し、先端技術を活用した学習方法の方が従来の学習方法

と比べて評価した割合は約 70%～80％であった。その中で、先端技術を活用した学習

方法の方が特に評価されたのは、「体験（実習）の質が向上していると思う」（34.9%）で

あり、続いて、「体験（実習）内容がどのような意味（価値）があるのかを考える機会が増

えていると思う」（27.3%）であった。 

 

図 3-1 先端技術の教育効果【分類①】先端技術での学習の変化（SA, n=238） 

（出所）文部科学省「令和 3 年度『専修学校における先端技術利活用実証研究』職業実践能力卓越のための先端技術利活

用普及定着事業 報告書」（委託先：株式会社三菱総合研究所） 
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14.3

21.8
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2.1

2.1

3.4

4.6

4.2

1.3

2.1

3.4

2.9

5.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

普段体験できない状況下で学ぶことができるようになった。

現場の状況をリアルに経験でき、必要な情報を得ることがで
きるようになった。

学習事項を現場の状況と関連付けることができるようになっ
た。

学習者同⼠で状況や情報を交換（交流、やりとり）するこ
とができるようになった。

自分の学習（習得）状況を即時にフィードバックしてもらえ
る（確認できる）ようになった。

とても当てはまる だいたい当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない わからない
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 

図 3-2 先端技術の教育効果【分類③】体験モード/内省モード（SA, n=238） 

（出所）文部科学省「令和 3 年度『専修学校における先端技術利活用実証研究』職業実践能力卓越のための先端技術利活

用普及定着事業 報告書」（委託先：株式会社三菱総合研究所） 
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2.9
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5.5
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体験（実習）の質が向上していると思う。

体験（実習）内容が上手くいったかどうかを考える機
会が増えていると思う。

体験（実習）内容がどのような意味（価値）があ
るのかを考える機会が増えていると思う。

とても当てはまる だいたい当てはまる あまり当てはまらない 当てはまらない わからない
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 2) 教育上の位置づけの明確化 

 

実
施
事
項 

 導入目的を達成できる活用方法の検討 ←ポイント① 

 導入範囲の検討 ←ポイント② 

【ポイント①】導入目的を達成できる活用方法の検討 

 前項で検討した目的を達成できる活用方法を下記の枠組みで検討します。 

 技術を活用する講座 

 その講座のカリキュラム上の位置づけ 

（既存講座の場合は、必要に応じ見直し） 

 授業形態（講義／学内実習／現場実習／演習（含：PBL）／卒業制作等） 

【ポイント②】導入範囲の検討 

 先端技術を導入する範囲（法人単位、学校単位、学科単位、講座単位、授業単位等）を検討す

る。 

 授業での活用方法、選定機器・システムの妥当性等を検証してから本格導入するために、初

めは授業単位等の小規模での導入とする。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(2) 予算の確保 

 

次に予算の確保を行います。このプロセスでは、まず必要となる経費の見積もりを行い、その予算の確

保方法を検討します。予算が確保できる算段がつけば、ここで導入の判断を行います。 

 

 1) 金額の見積もり 

 

実
施
事
項 

 外部から調達する物品・サービスの特定 ←ポイント① 

 確保すべき予算の概算 ←ポイント② 

 

【ポイント①】外部から調達する物品・サービスの特定 

 ここでは導入時だけでなく、運用時に必要な物品・サービスも並行して検討する。 

 機器・システムの導入に際して、将来の技術進歩や機能拡張等により、耐用年数を考慮する

ことが難しくなることが想定される。予算管理上、このリスクが大きいと捉える場合には、機

器・システムのレンタルを活用する、もしくは授業運用が可能となる必要最小限の導入とす

ることを検討する。 

 小規模な予算での試行的な導入の場合も、機器・システムのレンタル等が有効である。 

 自校で内製することで、予算を削減することができる場合、あるいは教員の技術力向上等

の中長期的な効果を見込める場合は、必ずしも外部から調達しなくてもよい。→【参照】参考

事例 1,2 

 

参考事例 

 今後、観光業界では各社がオリジナル VR 教育コンテンツを制作することが重要となる。

この可能性を見据え、教員が独自の VR 教育コンテンツを制作し、そこで得られた知識や

スキル等を生徒に教えている。 

 建築分野の専門学校では、コロナ禍において学校への通学がままならない状況を踏ま

え、通学や普段の授業におけるディスカッションを生徒が少しでもリアルに感じられるよ

う、自校の校舎をバーチャル空間上に設置した。その際に用いた BIM（Building 

Information Modeling）と呼ばれる技術は、建築業界おいて今後扱えることが必須

となるため、教員が自ら設計をして、そこから得られた知識やスキル等を普段の授業に

活かしている。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

【ポイント②】確保すべき予算の概算 

 具体的な物品やシステムの選定は「(6)機器・システムの選定」で行うため、ここでは複数の

事業者から見積を取得（相見積）し、費用感のみ把握する。 

 運用時に必要な具体的なコストの見積もりは「(7) 4)運用時にかかる金額の再見積」で行う

が、ここでは概算を行い、費用感を把握する。 

 先端技術の導入に伴って必要な、教員の研修に伴う研修費用や、本研修の参加に伴って発

生する人件費も合わせて検討する。 

 

導入技術別のポイント 

VR・AR  教材開発の際、動画撮影や編集が必要となる。教材開発にかかる金額も含めた

見積もりを実施し、導入方法の検討を行うことが望ましい。 

 「(6) 1)必要機能の整理」に記載の通り、機器利用の際に大容量のデータ通信

を必要とすることがあり、校内のインターネットのネットワークインフラの新規導

入や追加整備が必要となる可能性がある。校内の現状を把握し、必要に応じて

導入や設備追加にかかる金額の見積りを行うことが望ましい。 

 

 2) 予算確保（導入判断） 

 

実
施
事
項 

 予算の確保方法の検討 ←ポイント① 

 導入判断 ←ポイント② 

【ポイント①】予算の確保方法の検討 

 まずは法人内・学内での予算折衝を検討する。そのために、前項の「(1)先端技術導入の判

断、教育上の位置づけの明確化」で検討した導入目的（教育効果向上や課題解決の具体的内

容）や、当該目的達成方針を決裁者に対し説明できるよう再整理する。 

 予算確保の 1 つの方法として、自治体を含む行政からの事業受託や、補助金・助成金を獲得

する方法も考えられる。 

【ポイント②】導入判断 

 導入が困難であるという判断になった場合でも、より安価な導入方法がないか、技術を探

索しながら検討する。（例えば、VR を導入する際、ヘッドマウントディスプレイの導入が難し

い場合でも、生徒所有のスマートフォンとスマートフォン用 VR ゴーグルで費用を抑えること

ができる。） 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(3) 体制構築 

 

導入の判断後は、体制の構築を行います。この段階では、導入時・運用時それぞれの段階において、ど

のような業務を行う人員がどの程度必要になるのかを算出し、その後、先端技術導入・利活用に向けた学

内の体制を整えます。また、学外の協力が必要な場合は、関係の構築も行い始めます。 

 

 1) 導入・運用時における体制の全体像の検討 

 

実
施
事
項 

 導入時における体制の全体像の検討 ←ポイント① 

 運用時における体制の全体像の検討 ←ポイント② 

【ポイント①】導入時における体制の全体像の検討 

 導入時には、経営面、教育面、校務面等、様々な側面からの検討が必要になるうえ、学内外

との調整等、多様な困難が伴うことが想定される。そのため、導入の「旗振り役」となるリー

ダーの存在が必須となる。 

 上記「旗振り役」のもとで、各種検討や作業を行うメンバーも必須となる。今後生じる外部と

の調整、カリキュラム・シラバスの作成等、多様な業務に対応できるよう、どの部署・学科か

ら何名程度を確保すべきなのか見積もる必要がある。 

 特にカリキュラムを検討する際、外部の有識者や協力企業等から意見をもらいながら推進

する場合は、その候補もこの時点で挙げておく。 

【ポイント②】運用時における体制の全体像の検討 

 運用時は、授業準備に工数が必要となるケース等があるため、導入時に確保する工数とは

別に運用時の体制も検討する。但し、この時点で全体像を明確化する必要はなく、「(7) 1)

運用体制の明確化、人員確保」の際に具体化する。 

 また、定期的に教育内容やその有効性を確認する人物や会議体が必要となるため、この体

制（学内／学外の別や、人数程度で可）も合わせて検討する。 

なお、職業実践専門課程は、教育課程編成委員会等の場をそのまま活用することも可能で

ある。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 2) 導入時に必要となる人員確保 

 

実
施
事
項 

 学校・学科全体でのリソース調整 ←ポイント① 

 人員確保・チーム組成 ←ポイント② 

【ポイント①】学校・学科全体でのリソース調整 

 「 3.1(3) 1)導入・運用時における体制の全体像の検討」で選出した「旗振り役」を中心に、

学校・学科全体でのリソース調整を始める。調整結果によっては、異動や兼務が必要になる

こともあるので、各学科長等だけでなく人事部等とも横断的な調整を行う。 

【ポイント②】人員確保・チーム組成 

 チーム組成にあたっては、各教職員が既存の教育環境に課題意識を持ち、各々が導入を推

進していくための行動・意見出しをしていけるような風土を構築していくことが望ましい。 

 

 3) 外部との関係構築 

 

実
施
事
項 

 関係を構築する組織・人物候補の抽出 ←ポイント① 

【ポイント①】関係を構築する組織・人物候補の抽出 

 学外との関係構築が必要な場合は、その目的に照らして、関係構築が必要な組織、人物の候

補を抽出する。 

（例えば、専修学校への導入実績をもつ機器・システム保有事業者との関係構築や、カリキュ

ラム・教材評価を行うことができる大学との関係構築等が考えられる。 

 既存の連携先で適切な人物・組織がいる（ある）場合は、その人物・組織と連携することも有

効である。→【参照】参考事例 1,2 

 

参考事例 

 医療系の専修学校において、学会等で繋がりのある公益財団法人と連携し、校内で作成

したノウハウや知見を校外および他専修学校へ展開していくことを検討している。 

 カリキュラム・教材の評価を行うことを見据えて、大学と連携体制を構築している。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(4) 全体スケジュールの作成・管理 

 

次に、全体スケジュールの作成を行います。ここで作成したスケジュールに基づいて、今後のプロセス

の進捗管理を行っていきます。 

 

実
施
事
項 

 全体スケジュールの作成 ←ポイント① 

 スケジュールの進捗管理 ←ポイント② 

【ポイント①】全体スケジュールの作成 

 実施事項を洗い出し、作業分解図（Work Breakdown Structure；WBS）やガントチャ

ートを作成する。 

 スケジュールは、機器・システムの導入、教材等の開発・試行、教員研修等の実施等に係る期

間を考慮し、既存の教育課程内での組み込み方や教職員の負荷を踏まえて作成する。 

 全体スケジュールに基づき、個別作業のスケジュールを作成する。また、全体スケジュールは

随時見直す 

 

 作業分解図（WBS）、ガントチャートとは 

作業分解図（WBS）は、ある目的を達成するために必要な作業を分解して構造化したもので

す。ガントチャートは、その分解した各作業項目を行う期間を見える化したものです。いずれ

もプロジェクトを管理する際によく使われるツールです。 

 

 

図 3-3 作業分解図（WBS）の一例 

（出所）株式会社三菱総合研究所にて作成 

【ポイント②】スケジュールの進捗管理 

 技術導入の責任者が、ガントチャートを活用した進捗管理を行い、これに基づき各作業責任

者で構成される定例会議で進捗確認・共有等を行う。  

3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 5w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 1w 2w 3w 4w 5w

▼関係者キックオフ

▼経営会議

導入判断

導入目的の検討 Aさん 1 1 1 1

業務A 2 2

業務B 2 2 2

教育上の位置づけの明確化 Bさん 1 1 1

業務A 2 2 2

業務B 2 2

予算確保

⾦額の⾒積もり Aさん 1 1 1 1

業務A 2 2

業務B 2 2

業務C 2 2

予算確保・学内調整 Cさん 1 1 1 1

〇〇へのヒアリング 2 2 2 2

△△へのヒアリング 2 2 2 2

体制構築 2 2 2

体制の全体像検討 Dさん 1 1

人員確保・体制構築 Eさん 1 1 1 1

業務A 2 2

業務B 2 2

イベント

主担当
1月

作業項目
8月 9月 10月 11月 12月
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(5) カリキュラム検討 

 

次にカリキュラム等の検討を行います。導入する技術を活用する授業科目や活用場面を検討したのち、

カリキュラムやシラバスを検討・作成します。ここで作成したカリキュラムやシラバスが業界のニーズを充

足しているのかを検証するため、企業との意見交換も行います。 

 

 1) 活用講座・場面の検討 

 

【ポイント①】既存の講座等への技術導入可能性の検討 

 技術が導入できそうな講座等に技術を導入するのではなく、「(1) 1)導入目的の検討」で決

めた目的や期待している効果に照らして、導入が必要と思われる講座等に技術を導入する。 

 学内の教員に対してアンケート・ヒアリング調査を行い、既存の講座で特に技術導入の必要

性・有効性が高い講座を特定することも有効である。 

【ポイント②】技術導入する新設講座等の検討 

 【ポイント①】で導入を決めた講座等だけでは当初の目的の達成が難しい、あるいは期待し

た効果が十分に得られない場合は、技術の導入を想定した講座を新設する。 

【ポイント③】技術導入講座等における具体的な活用場面検討 

 【ポイント①】【ポイント②】で技術の導入を決定した講座等の中のどの場面で技術を使うの

かを検討する。具体的な導入場面には、講義、実習（学内）、実習（学外）、演習（学内）、演習

（学外）、グループディスカッション等がある。 

  

実
施
事
項 

 既存の講座等への技術導入可能性の検討 ←ポイント① 

 技術導入する新設講座等の検討 ←ポイント② 

 技術導入講座等における具体的な活用場面検討 ←ポイント③ 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 2) カリキュラム・シラバス案の検討 

 

【ポイント①】カリキュラム・シラバス案の作成 

 「 1)活用講座・場面の検討」で検討した結果に基づいて、カリキュラムやシラバスの初案を

作成する。 

 次項以降の協力企業等との意見交換や、技術の選定の結果を踏まえて変更が加わる可能性

が高いため、この時点で作りこむ必要はない。 

 

 3) 協力企業等との意見交換 

 

【ポイント①】カリキュラム・シラバス案に対する協力企業等からの意見収集 

 主に業界のニーズを充たしたカリキュラム・シラバスであるか、という観点で協力企業等か

ら意見収集を行う。 

 意見収集先は、実習先として普段から関わりのある企業等や、卒業生の就職先、教育課程編

成委員会等が想定される。 

  

実
施
事
項 

 カリキュラム・シラバス案の作成 ←ポイント① 

実
施
事
項 

 カリキュラム・シラバス案に対する協力企業等からの意見収集 ←ポイント① 

 カリキュラム・シラバス案への意見の反映 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(6) 機器・システムの選定 

 

前のプロセスで検討したカリキュラム・シラバスを実現することのできる機器・システムの選定を行いま

す。具体的には、必要な機能等の整理を行った後、複数の候補を抽出し、機能・金額を総合的に評価して

選定します。選定した機器・システムの機能上、カリキュラム・シラバスの記載事項を完全に実現できない

場合は、カリキュラム・シラバスの見直しも行います。 

 

 1) 必要機能の整理 

 

【ポイント①】導入技術が具備しているべき機能の整理 

 導入しようとしている技術が具備しているべき機能を整理すると同時に、なぜその機能を

具備している必要があるのかも含めて整理する。 

【ポイント②】導入技術が具備しているべきスペックの整理 

 PC やスマートフォンにアプリケーションをインストールする際は、デバイスの容量不足や OS

のバージョンに留意する。生徒のスマートフォン等にインストールを依頼する際は特に留意

する必要がある。→【参照】参考事例 1 

 導入技術を動作させるためのコンピュータを別途準備する場合、機器・システムのスペック

が、動作・運用に事足りるかを確認する必要がある。→【参照】参考事例 2 

 導入する機器・システムを他の機器・システムと接続・連携する場合、それらの間に互換性が

あるかを確認する。 

 導入を検討している機器・システムについて、それらを動作させるために必要なインターネッ

ト環境、無線および有線 LAN ネットワーク環境、電源が校内に整っているかを確認する。 

 ネットワーク環境が整っていない場合、モバイル Wi-Fi ルータのレンタルを行うことを検討

する。Wi-Fi ルータのレンタル台数については、導入する機器・システムが授業中に通信する

データ量および、授業中に接続する台数を考慮して決定する。→【参照】参考事例 3 

 学内にネットワーク環境がなく、予算の都合上モバイル Wi-Fi ルータの必要台数の配備も難

しい場合、教員・生徒保有の通信機器（学校から貸与されているもの等）を用いたテザリング

での運用も候補に入れる。 

 システムベンター等より、機器・システムの選定・導入コンサルティングを受けることも有効

である。 

  

実
施
事
項 

 導入技術が具備しているべき機能の整理 ←ポイント① 

 導入技術が具備しているべきスペックの整理 ←ポイント② 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 

参考事例 

 VR 機器を活用した授業実施の際、機器を利用するためのアプリケーションを生徒が所有す

るスマートフォンにインストールするよう指示をしたところ、一部機器において、ストレージの

容量不足や、OS のバージョンの違いにより、インストールができない事態が発生した。生徒

のスマートフォンを授業に活用する際には、予めアプリケーションのインストールに必要な要

件等を生徒に共有の上、インストールしてもらうことを検討する。また、インストールができな

い、もしくはスマートフォンを所有していない生徒に向けて、学内で予備の機器を複数台所

有することが望ましい。 

 授業中に、360 度動画再生と、集中力測定アプリケーションの使用をコンピュータ上で同時

に行ったところ、コンピュータのスペックが足りず、集中力測定アプリケーションの動作が困

難となる問題が生じた。その結果、さらにスペックの高いコンピュータのレンタルが必要とな

り、追加投資を行うこととなった。コンピュータで同時に動作させるアプリケーション等を予

め想定しておき、それらが同時に動作可能なスペックの製品を選定することが望ましい。 

 学校法人岡学園トータルデザインアカデミーは、令和 2 年度「専修学校における先端技術利

活用実証研究」において、VR ゴーグルの Wi-Fi 同時接続可能な台数の目安を算出するため

の調査を実施している。 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 

図 3-4 岡学園 VR 機器利用の際の通信環境調査結果（一部抜粋） 

出所）学校法人岡学園トータルデザインアカデミー web ページ（令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」成

果物）（2022 年 2 月 4 日閲覧） 

（https://okagakuen.com/wp-

content/uploads/2021/05/02c8ccffbdb12a7d40e38068ef6445d3.pdf） 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 2) 導入機器・システム等の候補抽出、見積取得 

 

【ポイント①】導入機器・システム等の候補抽出 

 候補抽出の際は、判断材料を集約した下のような表を用いる。→【参照】参考事例 1,2 

 3～5 候補程度抽出できると、のちに比較を行いやすい。 

 主に「(2) 1)金額の見積もり」で見積を取得した企業を候補として抽出するが、その中に

「 1)必要機能の整理」で整理した機能（特に優先順位の高いもの）を具備している機器・シ

ステムがない場合は、再度探索する必要がある。 

 

 

図 3-5 機器・システム等候補の整理方法 

 

参考事例 

 農業系の専修学校では、農作業実習の際に屋外およびビニールハウス内にてスマートグラスを利

用することを想定し、機器を導入した。しかし実際に授業で使用したところ、機器が重さ等、装着時

の不快感を訴える生徒が一定数存在した。また生徒の視力や日光の強さによっては、スマートグラ

スに表示される文字を読むことができない不都合が発生した。導入に際しては、実際に利用する

環境を考慮し、機器・システム選択をすることが望ましい。 

 学校法人岡学園トータルデザインアカデミーは、令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実

証研究」において、VR ゴーグルの機器調査を実施し、結果を公開している。 

実
施
事
項 

 導入機器・システム等の候補抽出 ←ポイント① 

 見積取得 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 

図 3-6 岡学園 VR 機器スペック比較表 

出所）学校法人岡学園トータルデザインアカデミー web ページ（令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」成果物）

（2022 年 2 月 4 日閲覧） 

（https://okagakuen.com/wp-

content/uploads/2021/05/02c8ccffbdb12a7d40e38068ef6445d3.pdf 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 3) 機器・システム等の選定 

 

【ポイント①】機器・システムの選定 

 作成した表（図 3-5 参照）を用いながら、機能・金額を総合的に評価し、導入する機器・シス

テムを判断する。 

 作成した表は、機器・システムの選定ツールとしてだけでなく、学内の合意形成のツールとし

ても活用が可能である。（どの機器・システムをどのような理由で選定したのかといった経

緯を明瞭に説明可能。） 

 授業で利用する際の環境（屋内外等）や利用時間等を考慮し、実際に装着した際の付け心地

や利用感等を確認してから導入機器の最終的な選定を行う。 

 

 4) カリキュラム・シラバスの見直し 

【ポイント①】選定した機器・システムを踏まえたカリキュラム・シラバスの見直し 

 選定した機器・システムが具備する機能によっては、当初想定したカリキュラム・シラバスを

完全には実現できず、一部変更を加えなくてはならない可能性がある。そのような場合には、

この段階で見直しを行う。 

 当初想定したカリキュラム・シラバスに変更を加える際、初案作成時に意見収集を行った教

職員や企業等と議論を行いながら変更を加えると、学内外からの合意を得やすくなる。 

  

実
施
事
項 

 機器・システムの選定 ←ポイント① 

実
施
事
項 

 選定した機器・システムを踏まえたカリキュラム・シラバスの見直し ←ポイント① 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(7) 運用方法の検討 

 

次に、先端技術導入後の運用方法を検討します。継続的な運用を行うための体制や、利用教室等の確

保を、運用時のリスクを想定しながら進めていきます。また、運用時に必要な予算面について、このタイミ

ングでの再検討を行います。 

 

 1) 運用体制の明確化、人員確保 

 

【ポイント①】運用に必要な人数の検討 

 ここまでの検討を法人本部等の学校外で実施している場合でも、継続的な運用を行うため

には、学校内だけで運用体制を構築する必要がある。 

 授業前準備～授業中～授業後撤収や、日々の機器・システム管理等において必要な人数を

検討する。その際、各業務に必要なスキルがあれば、あわせて整理する。 

 

 2) 教室等の確保 

 

【ポイント①】適切な教室の確保 

 技術を活用する授業の場合、その前後に準備や撤収の時間が必要なケースが存在する。そ

の場合、準備・撤収の時間は教室が使えなくなるため、他の授業との兼ね合いを考慮し、予

め準備・撤収時間を見積もっておく必要がある。 

 見積もった準備・撤収時間に基づいて、授業の実施時間帯等を調整しながら教室を確保す

る。 

 VR・ARゴーグルを利用した授業において、しゃがむ、周りを見渡す、歩く等の身体動作を伴

うコンテンツを用いた授業展開の際に、教室内で生徒同士の接触や転倒が発生するリスク

を伴う。「(9)リスクマネジメント」にて記載の通り、先述のリスクを回避するため、利用教室

の広さを検討し確保する。 

  

実
施
事
項 

 運用に必要な人数の検討 ←ポイント① 

 運用のための人員確保 

実
施
事
項 

 適切な教室の確保 ←ポイント① 

 導入する技術の保管場所の確保 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

 3) カリキュラム・教材の効果検証方法の明確化・準備 

 

【ポイント①】効果検証項目の検討 

 技術を活用した授業の効果検証項目の例を表 3-1 に示したので、項目検討の際に参考に

されたい。 

 「 3.1(1)先端技術導入の判断、教育上の位置づけの明確化」で検討した導入目的が達成で

きているかを測定できる検証項目を設定する。 

 教育効果を検証する際は、既存の学生評価項目を検証項目として活かしつつ、導入する技

術によって新たに向上することが見込まれるスキル等の向上有無や程度も、必要に応じて

追加する。 

 導入する技術を用いた小テスト等のコンテンツを作成することを検討する。 

【ポイント②】効果検証方法の検討 

 技術を活用した授業の効果検証方法について、表 3-1 のような方法がある。アンケートや

ヒアリングによる主観的な評価と、テストやセンシング技術を用いた客観的な評価を組み合

わせた評価を行うことが望ましい。 

 検証方法の検討にあたっては、本表を参考にされたい。→【参照】参考事例 1 

【ポイント③】効果検証に必要なツールの準備 

 検討した方法での効果検証を行うため、必要なツール（アンケート票や測定に使う技術等）は、

この時点で十分に設計・準備しておくのが望ましい。 

 

表 3-1 効果検証項目・方法（例） 

 

  

実
施
事
項 

 効果検証項目の検討 ←ポイント① 

 効果検証方法の検討 ←ポイント② 

 効果検証に必要なツールの準備 ←ポイント③ 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

参考事例 

 VR 技術を導入した際、生徒の理解度測定することを目的とした授業後の小テストを実

施した。その際に、授業を担当した各クラスの教員ごとに、テスト中に許可していた 3D

動画の視聴回数制限にばらつきがあり、生徒の理解度を正しく測定することができなか

った。テストを実施の際には、3D 動画の視聴回数に制約を設ける等の運用上の工夫を

することが望ましい。 

 

 

 4) 運用時にかかる金額の再見積、予算確保 

 

【ポイント①】確保すべき予算の再見積もり 

 運用に関する予算は「(2) 1)金額の見積もり」でも見積もっているが、ここまでの検討を踏

まえ、より精緻な見積もりを行う。 

 その際、「(2) 1)金額の見積もり」で取得した見積の再見積を行うだけでなく、当初想定して

いなかった経費が生じる可能性がないかという点の確認も行う。 

 

 

 5) 教員研修方法の検討 

 

【ポイント①】研修が必要な項目の整理 

 研修は、導入技術の扱い方や指導法だけでなく、技術活用の必要性・有効性等に対する理解

の醸成も必要である。意識醸成のためには、必要性・有効性自体を説明するよりも、「まず使

ってみてもらう」ことが有効なこともある。 

【ポイント②】研修方法、スケジュールの検討 

 研修項目に上記の「意識醸成」を含む場合は、他の研修項目に先行して実施した方が有効で

ある。 

 研修方法は、集合研修だけでなく、オンライン研修等も組み合わせながら実施する方法も考

えられる。 

  

実
施
事
項 

 確保すべき予算の再見積もり ←ポイント① 

 予算確保 

実
施
事
項 

 研修が必要な項目の整理 ←ポイント① 

 研修方法、スケジュールの検討 ←ポイント② 

 教員研修用教材の作成 
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3.各プロセスにおけるポイント Do Check Act Plan 

(8) 教材等の開発・試行 

 

教材等の開発・試行を行います。まず、コマシラバスの検討を行い、各コマでの教育内容が確定したら、

それに沿って教材等を作成します。また、開発した教材等を用いて小規模な試行を行うことで、様々な課

題を抽出します。 

 

 1) コマシラバスの検討 

 

【ポイント①】コマシラバスの検討 

 通常、コマシラバスの作成を教員が担当している場合でも、今回技術を導入する目的を検討

した教職員等も交えながら、目的を踏まえた検討を行う。 

 既存の授業であっても、技術を活用することで実習の手順や所要時間が変わることがある

ため、導入する技術の特徴を踏まえて授業の組み立て方を検討する。 

 

 2) 教材の開発 

 

【ポイント①】先端技術を活用するコンテンツ制作 

 技術を導入する授業の目標を踏まえながら、授業運営方法の再確認を各教員と行う。本確

認は、作成したコマシラバス等を基に確認するのが有効である。 

 コンテンツ制作を行う際は、外注先とのスケジュール調整や、場合によっては取材の協力先

等の外部要因によって、当初の予定から大きくずれ込むことが想定される。余裕を持ったス

ケジュールを見積り、実行に移していくことが望ましい。 

 

導入技術別のポイント 

VR・AR  動画コンテンツの開発を自校で行ったことがある学校においても、VR や AR 等

の先端技術を活用する際には、いわゆる「3D 酔い」が発生しないよう、定点撮影

を実施するなど、撮影・編集方法を工夫する必要がある。 

 「3D 酔い」のため、VR・AR 等の先端技術を用いたコンテンツを受講できない

学生が発生する可能性がある。この場合に備えて、先端技術を利用せずとも学

習を進めることのできる教材・コンテンツ（例えば、3D 動画と同じ内容の 2D 動

実
施
事
項 

 コマシラバスの検討 ←ポイント① 

実
施
事
項 

 先端技術を活用するコンテンツ制作 ←ポイント① 

 上記コンテンツ以外の教材作成 ←ポイント② 
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画コンテンツ等）を用意しておくことが望ましい。 

 3D コンテンツ用の動画を撮ることはできても、それを学内で編集することは予

算面や学内の人的リソース面で難しい場合がある。「(7) 4)運用時にかかる金

額の再見積、予算確保」にて、教材開発の際に必要なプロセスを想定し、学内で

作成をするのか、学外に委託するのか検討する。 

 

【ポイント②】上記コンテンツ以外の教材作成 

 コンテンツ以外に、各授業の学習目標達成に必要な投影スライドや、紙資料等の用意・作成

を行う。 

 先端技術を活用したコンテンツは、座学や口頭に比べて情報量が多く、利用することで現実

に近い体験できるようになることが多い。カリキュラムや授業での先端技術の活用方法に

応じて、各生徒が何を感じたのか、学んだのかをコンテンツ終了後にディスカッションを促

す教材（ワークシート等）の作成を検討する。 

 

 3) 先端技術導入授業の試行 

 

【ポイント①】試行時の検証項目検討 

 試行時は単に先端技術を導入した授業を実施して実現性を試すだけでなく、技術の有効性

や、教職員の負担等、多様な視点で検証項目を設定した上で試行を行う。 

 検証項目の例は「 3.1(7) 3)カリキュラム・教材の効果検証方法の明確化・準備」を参照さ

れたい。 

【ポイント②】試行時の検証方法検討 

 アンケート、ヒアリング、小テスト、教員からの生徒の評価、技術での測定等、各検証項目に

適した方法で測定を行う。 

 学校全体等、大きな規模では行わず、1 授業等、小規模な範囲で試行を行う。 

  

実
施
事
項 

 試行時の検証項目検討 ←ポイント① 

 試行時の検証方法検討 ←ポイント② 

 教材等の試行 
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(9) リスクマネジメント 

 

企画段階の最後にリスクマネジメント方法の検討を行います。多様な種類のリスクを洗い出し、その低

減・対処方法を検討します。 

 

表 3-2 各リスクの洗い出しとリスク低減・対処方法 

リスク項目 リスクの洗い出し リスク低減・対処方法 

機器・ 

システムに 

関するリスク 

機器・システムの運用に必要な、インター

ネット接続に用いるネットワーク環境に

ついて、機器・システムを学内のネットワ

ークに接続をする際、ネットワークの帯

域幅やセキュリティ設定、また無線 LAN

アクセスポイントの接続可能台数制限等

により、授業運営の際に必要なデータ通

信ができず、円滑な授業運営が困難と

なる可能性がある。 

学内のネットワーク環境に課題がある場

合、機器・システムをオフラインモードで

利用できないかを検討する。もしくは機

器・システム専用のモバイル Wi-Fi ルー

タや、テザリング通信が可能な端末を準

備することで、リスクの解消に繋げるこ

とを検討する。【参照】(6) 1)必要機能

の整理 

＜機器・システムを操作する際にコンピ

ュータを利用する場合＞ 

機器・システム運用に最低限必要なスペ

ックを具備するコンピュータを使用した

としても、授業で利用するアプリケーシ

ョンとの同時動作をした際に、コンピュ

ータスペック不足を起因として正常動作

しなくなり、実運用が困難となる可能性

がある。 

利用する機器・システムに必要なスペッ

クを満たすだけではなく、授業にて利用

するアプリケーション動作に必要なスペ

ックも考慮したうえで、適切なコンピュ

ータスペックを選択する。もしくは、計算

が必要なアプリケーションについて、授

業外での運用ができないかなどを検討

する。 

機器・システムの実利用上の問題につい

て、実際に導入した機器・システムが、実

習時の環境や、視力等の生徒の身体的

特性により、円滑な運用が行えない可能

性がある。【参照】(6) 2)導入機器・シス

テム等の候補抽出、見積取得 

実際の利用環境での利用を想定し、機

器・システムの発注前に試用すること

で、リスクを事前に把握し、解消に繋げ

ることを検討する。【参照】(6) 2)導入

機器・システム等の候補抽出、見積取得 

機器・システムの故障により、授業の実

施が困難となる可能性がある。 

予備の機器・システムを用意し、リスクの

低減・解消に繋げることを検討する。 

実
施
事
項 

 リスクの洗い出し 

 リスク低減・対処方法の検討 
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運用に 

関するリスク 

機器・システムを活用した授業実施の

際、機器取扱いに対する生徒の理解力・

適応力等の差により、想定した授業コン

テンツを時間内に終了できない可能性

がある。また、授業中は生徒が最新の機

器・システムを取り扱うということに興

味が向き、授業本来の目的である学習

目標の達成にまで至らない可能性があ

る。 

先述のリスク解消のため、生徒には事前

に機器の操作方法等についてのデモン

ストレーションを実施する等、機器・シス

テムの取扱いに慣れてから授業に臨ん

でもらうような工夫によって、先述のリ

スクを低減・解消することを検討する。 

機器・システムを活用した授業実施時、

生徒が所有するスマートフォンを、機器・

システムを操作するために利用する運

用を検討しているとする。その際、機器・

システムを操作するためのアプリケーシ

ョンをインストールする際に、一部生徒

保有のスマートフォンの容量不足や、

OS バージョンの違い等により、インスト

ールができず、授業進行や運営が困難

となる可能性がある。 

予算に余裕がある場合、機器・システム

の利用に必要なスマートフォン・タブレッ

ト端末を学校側にて全台準備すること

を検討する。授業実施に必要な全台数

の用意が難しく、生徒所有の機器を利用

する際には、本リスクを想定し、予備の

機器を用意することを検討する。 

予算に 

関するリスク 

本表に記載の「機器・システムに関する

リスク」「運用に関するリスク」の顕在化

により、追加投資リスクが発生する可能

性がある。 

機器・システム導入や、周辺環境等にて

必要となる機能やスペック、また先述の

リスクを考慮した準備を行うことが望ま

しい。また、追加投資が発生することを

前提として、余裕を持った予算組みをし

ておくことも検討する。 

【参照】(6) 2)導入機器・システム等の

候補抽出、見積取得 

 

導入技術別のポイント 

VR・AR  「3D 酔い」のリスクが存在する。学生が酔わないようなコンテンツとなるよう、

教材開発の際に意識する必要がある。また、1 回あたりの機器利用時間に制限

を設ける、酔いやすい生徒の支援方法を整備する（例：教員向けマニュアルを用

意する、PC で視聴できるコンテンツを用意する）等、運用上の工夫も検討する。 

 「(7) 2)教室等の確保」にて記載の通り、VR 機器を活用した授業実施の際、し

ゃがむ、周りを見渡す、歩く等の身体動作を伴うコンテンツを用いた授業展開の

際に、教室内で生徒同士の接触や転倒が発生する可能性がある。本リスク解消

のため、授業実施前に教員および生徒に、コンテンツの内容と、それに伴って発

生するリスクとリスク防止のための留意点を予め伝えておく。また、生徒同士の

接触が起きないよう、利用教室の広さや、実習時の人数制限を行うことを検討

する。 
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 3.2 実施（Do） 
 

「実施」のフェーズでは、以下を実施します。 

 

実
施
事
項 

 教員研修 

 先端技術を活用した教育の実施 

 

(1) 教員研修 

 

このプロセスでは、教員研修を行います。なお、教員研修の内容は、実際に授業を行った教員からのフ

ィードバックを踏まえながら常時アップデートしていく必要があります。 

 

実
施
事
項 

 教員研修の実施 ←ポイント① 

 継続的な教員からの課題把握と教員研修への反映 ←ポイント② 

【ポイント①】 教員研修の実施 

 研修項目は、下記のような項目が考えられる。 

 先端技術を活用した教育は従来の教育と大きく異なるため、教員によっては大きな発想の

転換が必要になることがある。そのような教員に対しては、実際に自分で技術を活用しても

らうことで、新たな教育手法としての可能性を感じてもらうことが有効なケースもある。 

 

教員研修項目（例） 

 技術を活用した教育を行う意義 

 技術の操作・利用方法 

 技術を活用した授業の展開方法 

 トラブル時の対応方法 

 

【ポイント②】継続的な教員からの課題把握と教員研修への反映 

 実際の授業において先端技術を効果的に利活用できるかをヒアリング等により継続的に把

握し、都度、教員研修に反映することで、教員研修の内容を充実させることができる。 
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(2) 先端技術を活用した教育の実施 

 

実
施
事
項 

 先端技術を活用した教育の実施 ←ポイント① 

 学習成果の把握 ←ポイント② 

【ポイント①】先端技術を活用した教育の実施 

 ポイント①】先端技術を活用した教育の実施先端技術を活用した授業が初めての教員でも、

一定の水準での授業を行えるよう、授業で使うスライドや、進行台本等を整備するのが望ま

しい。→【参照】参考事例 1 

 

参考事例 

 敬心学園は、令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」において、開発し

た教育プログラムの活用方法を①事前準備～②授業～③授業終了後に分けて整理して

いる。特に、授業の展開方法に関しては、授業内の各場面での講義内容、達成目標、生徒

による学習内容・活用、教員による学習支援内容と方法、所要時間、必要となるものに分

けた整理を行っている。 

 

図 3-7 授業の流れ（敬心学園）12 

出所）学校法人敬心学園 web ページ（令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」成果物）（2022 年 2 月

3 日閲覧） 

※2 か所の吹き出し（特定箇所の拡大表示）は株式会社三菱総合研究所で付与。 

（http://www.keishin-group.jp/keishin_fr/rdi/data/project04_01.pdf）  

 
1 判読可能な表は「出所」に記載の URL を参照されたい。 
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【ポイント②】学習成果の把握 

 学習成果の把握は、小テストや作品評価等、従来から行われている手法での評価に加え、先

端技術を使った評価も有効である。（但し、先端技術での分析結果のみに依拠した評価には、

十分な留意が必要である。）→【参照】参考事例 1 

 

参考事例 

 web カメラで受講者の顔の特徴点を認知・数値化したログを集中度として測定した。

PC を用いて e ラーニングコンテンツを受講する際の集中度測定に有効である。 
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 3.3 評価（Check） 

 

「評価」のフェーズでは、以下を実施します。 

 

実
施
事
項 

 カリキュラム・教材に対する評価の把握リスク低減・対処方法の検討 

 先端技術利活用の運用に関する評価の把握 

 

(1) カリキュラム・教材に対する評価の把握 

 

先端技術を活用した授業の実施後は、生徒、教員、企業等、多様な立場から、カリキュラム・教材等に対

する意見を収集し、評価を行います。 

 

 1) 生徒からの評価把握 

 

実
施
事
項 

 アンケートによる評価把握 ←ポイント① 

 ヒアリングによる評価把握 

 生徒から取得したデータによる効果把握 ←ポイント② 

【ポイント①】アンケートによる評価把握 

 アンケートの設計・作成は「 3.1(7) 3)カリキュラム・教材の効果検証方法の明確化・準備」

の段階で事前に実施する。 

 アンケート結果を分析する際は、全体集計だけでなく多様な軸で分析し、次節の「 3.4 改善

（Act）」に活用可能な精緻なデータを得られるようにする。属性は、例えば下記のようなも

のが考えられる。 

アンケート分析軸（属性）の例 

 学科別 

 教員別 

 技術を活用した授業の受講回数 

 利用シーン別 

（講義／学内実習／演習／自宅での学習 等） 

 VR 酔い発生の有無（VR 活用の場合のみ） 等 

 

参考事例 

 ジョリーグッド社は、令和2年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」において、VR教

材が実習の理解度に与える影響の調査を行い、その方法や結果を公開している。 
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図 3-8 VR 教材が学生の臨床実習の理解度に与える影響調査（一部抜粋・ジョリーグッド社） 
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出所）株式会社ジョリーグッド web ページ（令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」成果物）（2022 年 2 月 3

日閲覧） 

（https://jollygood.co.jp/wp/wp-content/uploads/2021/04/JG_performancereport.pdf） 

 

 ジョリーグッド社は、令和2年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」において、VR教

材の質を向上させるために、講習での教員の VR 教材への期待度と学生の理解度の乖離を把

握するための調査を実施し、その結果を公開している。 
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図 3-9 VR 教材の質向上に向けた調査結果（一部抜粋・ジョリーグッド社） 

出所）株式会社ジョリーグッド web ページ（令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」成果物）（2022 年 2 月 3

日閲覧） 

（https://jollygood.co.jp/wp/wp-content/uploads/2021/04/JG_achievement%20report.pdf 
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【ポイント②】生徒から取得したデータによる効果把握 

 学修成果も効果把握のための重要なデータである。当初設定した教育上の目的の達成是非

を判断するために必要なデータは何かを十分に検討しながら、学修成果の把握・分析を行う。 

 先端技術を活用してデータを取得した場合は、得られたデータを多様な側面から分析する。 

 データ取得用の先端技術を調達した事業者から、分析の助言を得られる場合は積極的に活

用する。 

 

 2) 企業等からの評価把握 

 

実
施
事
項 

 実習先企業等からの評価把握 ←ポイント① 

 就職先企業等からの評価把握 

【ポイント①】実習先企業等からの評価把握 

 企業内実習（あるいは企業と連携した学内実習）に先端技術を活用した場合は、その連携先

企業から、教育効果の実感や、負担感を把握する。 

 

 3) 教員からの評価把握 

 

実
施
事
項 

 ヒアリングによる評価把握 ←ポイント① 

【ポイント①】ヒアリングによる評価把握 

 授業を担当した教員から、授業時に生じた困難や生徒の様子に関するヒアリングを行う。 

 なお、次項の「(2)先端技術利活用の運用に関する評価の把握」のヒアリングもあわせて実

施するとよい。 
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(2) 先端技術利活用の運用に関する評価の把握 

 

評価は、カリキュラム・教材等だけでなく、先端技術利活用の運用に関しても行う必要があります。 

 

 1) 教員からの評価把握 

 

実
施
事
項 

 ヒアリングによる評価把握 ←ポイント① 

【ポイント①】ヒアリングによる評価把握 

 事前準備～授業～授業後等のプロセスに分け、教員の課題感や負担感に関するヒアリング

を行う。 

事前準備の段階で、課題感や負担感をセルフチェックできるような調査票を渡しておき、その結

果に基づきヒアリングすると一層精緻な評価が可能となる。 

 

参考事例 

 敬心学園は令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」において、

教員が授業の事前準備や撤収作業をどの程度実施出来たのか、また、どの程度

の時間がかかったのかを自己評価するルーブリックを作成し、公開している。 

 

図 3-10 教育プログラムの活用に対する自己評価の指標（評価ルーブリック） 

出所）学校法人敬心学園 web ページ（令和 2 年度「専修学校における先端技術利活用実証研究」成果物）

（2022 年 2 月 3 日閲覧） 

（http://www.keishin-group.jp/keishin_fr/rdi/data/project04_01.pdf） 
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3. 各プロセスにおけるポイント Act Plan Do Check 

 2) 職員からの評価把握 

 

実
施
事
項 

 ヒアリングによる評価把握 ←ポイント① 

【ポイント①】ヒアリングによる評価把握 

 技術面、経費面、作業面等、多様な側面から運用に関する評価を行う。複数の職員で分担し

ている場合は、その全ての職員から各側面に関するヒアリングを行う。 

 教員と職員で分担して授業の準備や撤収を行う場合は、前項「 1)教員からの評価把握」に

示したようなセルフチェックができる調査票等を活用しながらヒアリングを実施するのが有

効である。 
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3. 各プロセスにおけるポイント Plan Do Check Act 

 3.4 改善（Act） 

 

「改善」のフェーズでは、以下を実施します。 

① カリキュラム・教材の質向上に向けた検討 

② 効果的・効率的な活用・運用に向けた検討 

 

(1) カリキュラム・教材の質向上に向けた検討 

 

「 3.3 評価（Check）」で得たカリキュラム・教材等に対する評価を踏まえ、改善活動を行います。 

 

実
施
事
項 

 評価結果を踏まえたカリキュラム・教材改善案の検討 ←ポイント① 

 会議体でのカリキュラム・教材改善方針の検討 ←ポイント② 

 カリキュラム・教材の改善 ←ポイント③ 

【ポイント①】評価結果を踏まえたカリキュラム・教材改善案の検討 

 「 3.3(1)カリキュラム・教材に対する評価の把握」の結果を踏まえ、適切と考えられる改善

案を策定する。次の実施事項である「会議体でのカリキュラム・教材改善方針の検討」を一層

促進するため、各課題に対し複数の改善案を挙げることが理想的である。 

【ポイント②】会議体でのカリキュラム・教材改善方針の検討 

 改善方針検討の際には「 3.1(1) 1)導入目的の検討」で検討した目的を関係者間で共有し

たうえで検討を行うことが望ましい。 

 検討したカリキュラム・教材改善案を踏まえ、適切な改善案を会議体で議論する。 

 会議体は既存のものでも新規に設置してもよいが、カリキュラム策定に携わった教員や、実

際に授業に携わった教員等、これまで技術導入の企画・運営に教育面で携わってきた関係

者を出席者とする。 

【ポイント③】カリキュラム・教材の改善 

 ポイント①および②にて記載の内容を踏まえ、実際にカリキュラム・教材の修正や追加開発

を実施する。 
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3. 各プロセスにおけるポイント Plan Do Check Act 

(2) 効果的・効率的な活用・運用に向けた検討 

 

前節で得た技術の活用・運用等に対する評価を踏まえ、改善活動を行います。 

 

実
施
事
項 

 評価結果を踏まえた技術活用・運用方法改善案の検討 ←ポイント① 

 学内会議体での技術活用・運用方法改善方針の検討 ←ポイント② 

 技術活用・運用方法の改善 ←ポイント③ 

【ポイント①】評価結果を踏まえた技術活用・運用方法改善案の検討 

 「 3.3(2)先端技術利活用の運用に関する評価の把握」の結果を踏まえ、適切と考えられる

改善案を策定する。次の実施事項である「学内会議体でのカリキュラム・教材改善方針の検

討」での議論を一層促進するため、各課題に対し複数の改善案を挙げることが理想的であ

る。 

【ポイント②】学内会議体でのカリキュラム・教材改善方針の検討 

 検討した技術活用・運用改善案を踏まえ、適切な改善案を会議体で議論する。 

 会議体は既存のものでも新規に設置してもよいが、これまで技術導入の企画・運営に技術

面、経費面、作業面等で携わってきた様々な関係者を出席者とする。 

【ポイント③】技術活用・運用方法の改善 

 上記会議体での検討結果を、学内で整備している技術活用・運用マニュアル等に反映・明文

化する。 
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4. 用語集 
本ガイドラインにて利用している略称や専門用語について、正式名称や意味を以下の表に記載しました。 

 

本ガイドラインでの表記 正式名称・意味など 

AI 人工知能（Artificial Intelligence） 

XR 
VR（仮想現実：Virtual Reality）、AR（拡張現実：Augmented Reality）、MR

（複合現実：Mixed Reality）の総称を指す 

VR 仮想現実(Virtual Reality) 

AR 拡張現実(Augmented Reality) 

センシング技術 音・光・熱・圧力・加速度等の情報を収集するため技術 

ヘッドマウントディス

プレイ 

(Head Mounted 

Display) 

頭部に装着する映像出力装置で、ＸＲを実現する要素の 1 つとして用いられる 

OS 
オペレーティングシステム（Operating System） コンピュータやスマートフォン

等の端末の基本動作に必要な基盤となるソフトウェアを指す 

ストレージ 
補助記憶装置。コンピュータやスマートフォンにデータを格納しておくために利用

する 

LAN 
Local Area Network の略称で、同敷地内・建物内等に構築されたネットワーク

を指す 

スループット コンピュータやネットワーク端末が処理できるデータ量のことを指す 

bps 

ビット毎秒(bit per second)。 

本ガイドラインでは、1 秒あたりに通信可能な情報量を示す具体数値を扱う際に利

用している 

LMS 学習管理システム（Learning Management System） 

BIM 

Building Information Modeling の略。コンピュータ上に作成した主に 3 次

元の形状情報に加え、室等の名称・面積、材料・部材の仕様・性能、仕上げ等、建築

物の属性情報を併せ持つ建物情報モデルを構築するシステム 

（出所）「建築 BIM の将来像と工程表」（国土交通省） 

（https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/content/001351969.pdf） 

PBL 課題解決型学習（Project Based Learning） 
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